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京都大学東アジア経済研究センター協力会

中国自動車シンポジウム

現代自動車から何を学ぶか
―新興国における競争力要因―

■京都会場　　2011年11月5日(土) 13時

     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール

 ■東京会場　　2011年11月26日(土) 13時

    京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟）
総合司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事  宇野 輝
13:00-13:10

挨拶 京都大学大学院経済学研究科教授/東アジア経済研究センター長  劉 徳強
     東京大学社会科学研究所教授/現代中国拠点代表  田島 敏雄
13:10-13:50
京都大学大学院経済学研究科 教授
塩地 洋

現代自動車から何を学ぶか
13:50-14:15
フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長
中田 徹

現代自動車のグローバル戦略と中国事業
14:15-14:40
事業創造大学院大学 教授

富山 栄子
現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス
14:40-15:05
東京都市大学都市生活学部 教授
井上 隆一郎
外資メーカーブランドの中での現代ブランド

15:05-15:15 休憩
15:15-15:40
三菱総合研究所 主席研究員

野呂 義久
アンケート調査に見る北京現代ユーザーの特徴

15:40-16:05
愛知大学経済学部 教授

李 泰王

現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築
16:05-16:30
東京大学大学院経済学研究科 (院)
徐 寧教

北京現代汽車のモノづくり思想
16:30-16:55
大阪商業大学総合経営学部 教授
孫 飛舟

内陸･下級都市にも重点をおいた流通ネットワーク
16:55-17:00
閉会挨拶
17:20-18:50 懇親会（参加費2000円,協力会会員は無料）
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事  宇野 輝
開会挨拶 京都大学大学院経済学研究科教授/東アジア経済研究センター長  劉 徳強

閉会挨拶 東京大学社会科学研究所教授/現代中国研究拠点代表  田島 敏雄
東京会場(定員100名)は申し込みが既に締め切りとなっております｡
========================================================================
中国経済研究会のお知らせ

12月の中国経済研究会は下記の要領で中国経済学会・学術研究会（西日本部会）と共同催することになりましたので、関心のある方はぜひご参加ください。

記

日　時：2011年12月3日（土） 14：00～17：50
場　所：京都大学 吉田キャンパス 法経東館3階311演習室
Ⅰ．制度と経済発展：14：00～15：40 
①時　間：14:00−14:50
報告者：大西広（京都大学・教授）
テーマ：「北米原住民居留地制度と中国民族自治制度」

②時　間：14:50−15:40
報告者：倪卉（京都大学経済学研究科・院生）・朱然（京都大学経済学研究科・院生）
テーマ：「中国工業化のもとの人民公社」

Ⅱ．計量分析：16：10～17：50
③時　間：16:10−17:00
報告者：Lv Xin（Graduate School of Economics, Nagoya University）
テーマ：China’s Stock Returns and Official Interest Rates Shock
④時　間：17:00−17:50
　報告者：殷亭（大阪大学大学院経済学研究科・院生）
テーマ：Retirement Behavior and Bequest Motives in China
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。
前期：4月19日（火）、 5月17日（火）、 6月21日（火）、7月19日(火)

後期：10月18日（火）、11月15日（火）、12月3日（土）、1月17日（火）
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇親会が予定されています。）
========================================================================
中越問題講演会のお知らせ

現在ホットな話題となっている中越摩擦問題についてベトナム社会科学院中国研究所のNguyen Thi Thu Phuong氏をお招きして講演会を開催することとなりました。

日時は12月17日(土)14:00-17:00 

会場　　京都大学経済学研究科2F201演習室

主催　　京都大学東アジア経済研究センター、人間文化機構京大拠点

参加費　無料

です。ご関心の方の参加を歓迎します。
なお、この講演会に関する問い合わせは経済学研究科大西広教授(ohnishi@econ.kyoto-u.ac.jp)までお願いします。
************************************************************************************************
中国ニュース　１１.１４－１１.２０
ヘッドライン
■　不動産：１０月中国７０大中都市のうち、３４都市の新築価格が低下
■　環境：チベット高原の氷河、年間７．８メートルの速度で後退
· 金融：中国、９月アメリカ国債保有量を１１３億ドル増加
· ランキング：２０１１中国ビジネス界最も影響力のある女性
· 社会：中国の自動車ブランドイメージ、アウディは腐敗の象徴
· 甘粛：幼稚園送迎バス事故、死者２１人、定員９人のバスに６２人乗り
· 雲南：炭鉱ガス爆発で死者３５人、行方不明８人
· 瀋陽：地下鉄２号線、試営業期間チケットは２元、３元と４元(１元＝１２円)に
· 上海：味千ラーメン、罰金２０万元に
· 杭州：世界最も幅広いトンネル建設、銭塘江を横断
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝
ニュース詳細
· 不動産：１０月中国７０大中都市のうち、３４都市の新築価格が低下
【１１月１８日　国家統計局】１０月中国７０大中都市のうち、新築住宅価格が９月比で下がったのは３４都市、同水準であったのは２０都市である。前年同期比で、７０都市のうち、値下がりしたのが２都市で、上昇した後価格回復したのが５９都市である。１０月に、前年同期比の値上がり幅が５．０％以内であったのは５７都市であり、９月より８都市増加した。北京市の住宅価格は５カ月連続で前月比が横ばいとなった一方、上海市は０．２％下落した。上海市の下落は２０１０年９月以来初めて。

· 環境：チベット高原の氷河、年間７．８メートルの速度で後退

【１１月１７日　新京報】１５日に中国気象局聯合科技部、中国科学院は「第二次気候変化国家評価報告書」を公表した。当該報告によれば、１９５１年から２００９年の間に中国の陸地表面温度は平均１.３８℃上昇しており、温暖化速度は１０年ごとにプラス０.２３℃、チベット高原の氷河の後退は年７.８メートルの速度で進んでいることがわかった。同報告によると、ニェンチェンタンラ山脈の氷河にも最近大きな変化がみられ、ヒマラヤ山脈西側のナムナニ氷河は著しく後退している。氷河の末端の後退速度は１９７６年から２００６年までが年平均５メートル、２００４年から２００６年までが年７.８メートルで、近年、ますます加速傾向にある。

· 金融：中国、９月アメリカ国債保有量を１１３億ドル増加

【１１月１７日　法制晩報】アメリカ合衆国財務省が、９月の各国アメリカ国債保有状況を発表した。報告によると９月、中国のアメリカ国債保有量は８月から１１３億ドル増加、１兆１４８３億ドルに達し、最大保有国の地位を維持した。日本のアメリカ国債保有量は、８月から２０２億ドル増加し、９５６８億ドルとなった。イギリスの保有量は２４４億ドル増加し、４２１６億ドルに達した。
· ランキング：２０１１中国ビジネス界最も影響力のある女性

【１１月１６日　財富中国網】フォーチュン中国（ＦＯＲＴＵＮＥ　ＣＨＩＮＡ）が「２０１１中国で最も影響力のあるビジネス界女性２５人」ランキングを正式に公表した。ランキングでは、華為公司社長の孫亜芳がトップだった。２位に珠海格力電器総裁の董明珠、３位ハイアール総裁の楊綿綿が続いた。中国の家電業界から３人、金融投資業界から９人がランクインした。それぞれ、国営大手商業銀行、世界有名５００強に選ばれた投資銀行やヘッジファンドなどである。

· 社会：中国の自動車ブランドイメージ、アウディは腐敗の象徴
【１１月１５日　環球網】１４日、ニューヨーク・タイムズは中国では海外メーカーの自動車に対して、他国と異なるブランドイメージが形成されており、今後の各メーカーの販売戦略に対して大きな意味を持つことになるだろうと報じた。米国では大衆車の位置づけにあるビュイックは、中国ではラグジュアリーカーの１つに数えられている。中でも最も強烈なイメージを持つ車はアウディＡ６である。南方都市であれ首都北京であれ、政府高官の半数がＡ６を選択するため、一般市民から見るとある種の腐敗イメージがつきまとっているという。
· 甘粛：幼稚園送迎バス事故、死者２１人、定員９人のバスに６２人乗り
【１１月１７日　中国新聞網】１１月１６日９時１５分ごろ、甘粛省慶陽市正寧県楡林子鎮小博士幼稚園の送迎バスが逆走し、トラックと衝突して死傷者６４人を出す痛ましい事故が起きた。１７日１８時５０分までに幼児１９人、大人２人、合計２１人の死者が出た。負傷者は４３人で、重体１人、重傷者１０人と軽傷者３２人からなる。調査から、小博士幼稚園には園児７３７人に対して僅か４台の小型バスしかないことが明らかとなった。事故を起こしたバスの定員は９人だが、６２人の幼児（４～６歳）を乗せていた。大幅な定員超過が事故発生の一因と考えられる。

■　雲南：炭鉱ガス爆発で死者３５人、行方不明８人
【１１月２０日　中国新聞網】１１月１０日６時２２分ごろ、雲南省曲靖市師宗県の私庄炭鉱でガスが爆発し、４３人が坑内に閉じ込められる事故が発生した。１５日零時１０分までに死者３５人の遺体が発見され、８人が行方不明。２０日で救助活動が終了し、捜索活動に切り替えられた。国務院事故調査グループが師宗県に赴き、事故の責任について調査するところであった。

· 瀋陽：地下鉄２号線、試営業期間チケットは２元、３元と４元(１元＝１２円)に
【１１月１９日　網易瀋陽網】瀋陽市地下鉄１号線は２０１０年９月２７日に試営業を始めた。２号線も試営業で間もなく開通する予定だ。運賃は１号線並みの水準を維持、８駅以内２元、９～１２駅３元、１３駅以上４元となる。中国国内の地下鉄運賃と比較すると、北京市の一律２元が最安だが、国による巨額の補助金が捻出されている。瀋陽市地下鉄は北京市に次ぐ安さである。上海市は６キロ以内３元、１０キロごとに１元加算。広州市は４キロ以内が２元、４～１２キロ以内は４キロごとに１元。

· 上海：味千ラーメン、罰金２０万元

【１１月１９日　広州日報】中国で「日本風ラーメン」の象徴的存在として知名度の高い味千ラーメンにこのほど、豚骨スープを店舗で作らず工場で生産した濃縮エキスを各店舗に配送してスープに使用していること、及び過去に国家の基準値を超える量の添加物を使用していたことを問題視する「豚骨スープ問題」が起こった。１１月１６日上海市工商局が味千ラーメンに対し、「商品の製造原材料について誤解を与える虚偽の宣伝」をしたとして２０万元の罰金支払いを命じた。
· 杭州：世界最も幅広いトンネル建設、銭塘江を横断

【１１月２０日　中国新聞網】浙江省の経済先進地域杭州、紹興と嘉興を繋ぎ、上海への距離を短縮する銭塘江トンネルは浙江省初めての高速道路のトンネルである。世界最大直径１５．４メートルのシールドマシンを採用するので、当該トンネルの直径は１３．７メートルと、世界で最も幅が広い。トンネルは全長４．４５キロ、両側６車線で、２０１３年に開通する予定だ。
************************************************************************************************
　読後雑感　：　２０１１年　第２６回
１７．ＮＯＶ．１１
中小企業家同友会上海倶楽部代表

東アジアセンター外部研究員(協力会理事)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　小島正憲
☆今回は、「中国市場への進出」に関連した著作を中心に取り上げたてみた。

１．「中国市場戦略」　　２．「それでも、小売業は中国市場で稼ぎなさい」　　３．「なぜ中小企業の中国・アジア進出はうまくいかないのか？」　　　４．「中国ビジネス　２０１２」　　５．「中国情陸」　　６．「紅いベンチャー」
１．「中国市場戦略」　　エドワード・ツェ著　　日本経済新聞出版社　　１０月２４日
副題　：　「グローバル企業に学ぶ成功の鍵」　　　帯の言葉　：　「世界戦略の中で“中国”をどう位置づけるか」
著者は、やがて中国が世界の中心になるという確信のもとに、この本を書いている。たとえば、「中国のパワーはスケールと熱意の組み合わせから生じている。このパワーが国際舞台に躍り出たとき、世界に与える影響は甚大だ。したがって、ますます多くの業界で中国は形勢を一変させる風雲児となる。中国という存在が、多くの業界で一般的なビジネスモデルや競争の基本原理、つまりゲームのルールを根本的に変えていくのである」と断言している。この本の中では、中国の否定的事象はほとんど無視されている。いわばこの本は、中国政府御用達のような本である。また本文中に登場する企業は、すべてが超巨大企業であり、中小企業の経営者にはまったく参考にならない。

第２章で著者は、「開かれた中国の勝者は、消費者自身である」と書き、その理由を、中国政府の開放政策が「世界でも有数の過当競争を生みだし」、廉価で高品質な製品を消費者が手に入れることができたからであると記している。しかしながらその結果、「１９９０年代を通じて、数え切れないほどの企業が中国の巨大な消費市場に製品を販売する目的で進出しその多くが失敗に終わった。多くの業種で巨額の投資に対するリターンは悲惨なまでに少なく、犠牲は大きかった」とも書いている。私は開放政策での勝者は、中国政府であると考えている。なぜなら中国政府は、雇用や物価安定などに、外資導入という無償の資金援助を受けることができ、自らの資金を使わずに済んだからである。反面、外資は中国政府の開放政策に乗せられて、著者も書いているように、中国に資金を持ち込み、その多くがすべてを吸い取られて撤退するハメに陥ったのである。

第３章で著者は、中国の経済成長を可能にした大きな要因は、中国人の起業家精神であると書き、「中国のもっとも活動的なリーダーは国有企業であれ、民間企業であれ、偉大なる野望に突き動かされている。生き残るだけ、成長するだけ、利益をあげるだけではなく、可能な限り短期間のうちに世界レベルの地位に到達したいと考えている」と記している。そして華為など先進企業の経営者たちの成功談を描いている。私は、その結果、たしかに現在、中国人起業家たちは、果てしなき欲望を短時間で達成するために、もっとも速効的なマネーゲームに没頭するようになっていると考えている。

第４章で著者は、中国の政治体制について、「中国が政治的な転換期にあると考えるのは間違いだ。今、世界に見せている姿が少なくとも向こう１０年間の中国の姿であり、１０年を大幅に超える期間にわたって変わらない可能性も高い」と書き、その理由を、「おそらく中国人民の圧倒的多数はこの国の政治体制を単に消極的に受け入れているのではなく、積極的に支持している」、「中国人民の政府や生活に対する満足度は世界でも最高水準にある」と記している。そしてその政治体制を維持するために、中国の政治指導者は、「経済を停滞させるべからず。成長を維持し、生活水準を継続的に引き上げること。経済を諸外国に対して開放し続けること。経営手法であれ、技術であれ、資本主義が内包する最高の手法を吸収しつづけること」に、注力していると書いている。つまり中国は、自力更生に方針転換せず、今まで通り、他力依存・外資頼みで国家を運営していくということである。問題は、外資が中国に魅力を失い、総撤退するという事態に中国が見舞われたとき、このシナリオは根底から崩れるということである。

第５章で著者は、中国におけるワンワールド企業の創出という問題を提起している。しかしこれらの中核となる企業の経営者の多くが、いずれも密かに中国の国籍を離れようとしている現状では、このような提案も夢物語に終わるのではないかと思われる。またワンワールド企業の思想的核心に儒教を据え、全世界に布石されている孔子学院を利用すれば、ソフトパワー面の問題は解決可能であると書いているが、企業経営にとって儒教は両刃の剣であるし、孔子学院にはそれほどの影響力はないと、私は考える。

第６、第７、第８章で著者は、中国事業に必要とされる戦術を詳述していが、ことさらに目新しいものはない。

２．「それでも、小売業は中国市場で稼ぎなさい」　　西河豊著　　中経出版　　１１月３日
副題　：　「中国進出への６つのステップ」　　　帯の言葉　：　「ニューリッチのニーズをつかめ！」
この本で西河豊氏は、「儲かりそうと思う方より、楽しそうと思える方の道を行け」と書き、中国市場への進出は将来性があり、閉塞した日本市場よりおもしろくて楽しいと勧める。たしかに私も、中国市場に進出し成功するための第一条件は、まず「中国に進出してみたい」という気持ちであると考える。逆に「中国大好き人間」であれば、とにかく中国市場に進出してから、思考錯誤してみた方が成功への近道だと言えるだろう。私の会社でも、大学で中国語を学び、わが社に就職し、中国の現地縫製工場で通訳として働いていた「中国大好き人間の若者」が、数年前、突然わが社をやめ、上海で日本人向け弁当屋を始めたという例がある。本人は飲食業関係にはまったくの素人であったが、とにかく手探りで事業を開始し、１年後には黒字化した。つまり何をやるにせよ、何を売るにせよ、「中国大好き」ということが、成功するための出発点であると、私は思う。

いずれにせよ、工場進出と違って、市場への進出は、資金が１～２桁少なくて済む。また撤退することも簡単である。さらに中国市場への進出の手助けをしてくれる日本の組織は、ジェトロや各県や各銀行の出張所などを含めて、きわめて多くの窓口が用意されている。また私の中小企業家同友会上海倶楽部も、無料で相談を引き受けている。もちろん西河氏のような有料コンサルタントは無数にある。とにかく中国市場進出はきわめて簡単であり、チャレンジしてみることが大事である。西河氏のこの本は進出前に読むよりも、中国の現地で悪戦苦闘しながら読む方が、すっきり体得できるのではないかと思う。
しかしながら、中国市場へ進出して、すべての企業が、「大儲けできるかどうか」は、定かではない。この本でも、中小企業の成功例はわずかに３件しか取り上げられていない。中国市場が魅力的であるというならば、私がいつもこの種の本の書評で言っているように、大企業を除いて、中国市場進出中小企業の成功例を、財務諸表付きで、しかも日本国内への利益還流額と税金の納付額を明記して、最低でも１００社はリストアップして欲しいものである。残念ながら、この本も私の要求を、まったくクリアーしていない。

それどころか西河氏は、「中国で儲けたお金は中国で再投資し、中国スケールでの事業規模を大きくしていく考え方が重要です」と書いている。もちろん事業が一定規模になるまでは、それも納得できるが、日本国籍で、日本の政府諸機関にお世話になり、日本ブランドで勝負している以上、いつかは日本にしっかり利益を還流させ、税金を支払うということが日本国民としての義務であると、私は考える。西河氏にはぜひ次回作で、このことを強調してもらいたい。
３．「なぜ中小企業の中国・アジア進出はうまくいかないのか？」　　日経トップリーダー編　　日経BP社　　１０月２４日
副題：「後悔しない成功マニュアル」　帯の言葉：「超円高で進出に拍車決断のとき！社長の信念と行動力が鍵！」
この本は、中国・ベトナム・タイ・インドネシアに進出して成功した中小企業を、２０数社紹介しており、それなりに参考になる。しかし上掲書と同じく、売り上げを明示している企業は多くなく、利益額や日本での納税額はまったく記されていない。いわば日本では無名の中小企業が、海外進出成功例として名を連ねているだけに、それらの数字が列挙されていれば、この本の価値は格段に上がったものと思われる。

この本ではタイでの工場進出の成功例が紹介されているが、今回のタイ大洪水でこれらの工場も大きな被害を受けたのではないだろうか。次回作では、ぜひ追跡調査を行っていただき、見事にその難関を乗り切った経験を再び紹介してもらいたいものである。ちなみにタイの工業団地に進出していて、今回の大洪水に見舞われたわが社と同業の縫製工場は、１年前にバングラデシュにも新工場を立ち上げており、急きょ、仕事を振り替えて生産し、急場をしのいでいる。これはまさに中小企業にも、他拠点化が必要となった代表例であると考えている。

この本では、タイでの成功例として、E＆Hプレシジョン・タイランドという会社が紹介してあり、そこには「ではなぜ、本社をタイに移さないのか。日本に本社がないと日系企業ではなくなるということですから、仕事上何か影響がでるかもしれません。今も設備資金は昔から懇意にしている日本の金融機関から借りていますし、万一、タイの政治経済に不測の事態が起きた時のために、本社で資金を積み立てています」と書いてある。つまりこの会社は、しっかり日本国家に納税しているということである。一方、中国に進出して成功した例として上げられている渡邉技研は、「先技精工を香港に設立して深圳に再進出。日本に見切りをつけた」という。つまり日本の本社は抹消し、香港に本社を設立し深圳に工場を立ち上げ、現在では売上高３０億円を誇る企業に成長しているというのである。日本に会社がないのだから、当然のことながら、日本国家に法人税は払っていない。私はこのような会社を成功例として、持ち上げることには反対である。なんども言うように、日本国籍を持ちながら事業を展開するのならば、日本国家への納税義務を果たすべきだと考えるからである。すでにこのような会社が海外に相当数存在しているし、また今後、円高の嵐の前に海外進出企業の増加が予測され、それとともにこのような例が激増すると考えられる。この際、空洞化税などの創設を考えるべきではないだろうか。

最近の調査では、米国でもフォーチュン誌トップ２８０社のうち３０社が高収益でも、企業所得税が３年間ゼロであったことが判明した。これには米国の税制の“抜け穴”が巧妙に利用されているようだが、そのうちの一つに海外収益の合法的計上隠しがあげられている。

４．「中国ビジネス　２０１２」　　日経BP社　　１２月２５日
これは雑誌であるが、拙論が掲載（P.９２～９６）されているので、厚かましいとは思いつつも紹介させていただく。

なぜか編者は７の数字が好きのようであり、この雑誌には、「７つのキーワード」、「７大リスク」、「７人のキーパーソン」、「最新データ７０」などという題の記事や小論が並んでいる。拙論にも、「中国バブル崩壊でも損をしない方法　歴史から学ぶ７つの鉄則」という題名が付けられた。原題は「中国バブル崩壊は秒読みか？」というものであるが、さすがに編者の付けた題の方が、読者を惹き付けるのではないかと思った。

この雑誌の冒頭には、今、売り出し中の加藤嘉一氏が登場している。そこで加藤氏は、「２０１２年の中国を展望し、大転換はない」と結論付けている。その根拠に特別目新しいものはないが、「中国人たちは意外に近視眼的なところがある。国家が将来どうなるか、後世に何を残すべきかなど、あまり考えていないようだ。激動の世の中を生き抜くための“無関心”こそが、中華民族・中華文明が長いこと生命力を保持してきた原動力の１つである。…（中略）。中国人が大局観を持ち、物事を戦略的に進める強（したた）かな人種であることは容易に想像できる。ビジネスの現場でも、中国人の強かさ、戦略観は際立っている。しかし無関心と強かさは矛盾しているようで、共存するのだ。中国を、中国人を理解する難しさはまさにここにある」と語っている。この主張の是非はともかく、私は、若い加藤氏が、このように老獪な思考方法を、どこで身に付けてきたのかと不思議に思う。

第１章では、２０１２年の中国経済の行方を、「ハードランディングは回避でき、引き続き伸張する」と結論付けている。

第２章では、中国のリスク要因を７つに分けて記している。その中で、インフォーマル金融を取り上げ、「中国ではシャドーバンキング・システムが急拡大している。現在の市場規模は総額４兆～５兆元（正規の銀行貸し出し総額の１割弱）に及ぶとも指摘されており、中小企業にとっての貴重な資金調達源となっている」と書いている。また不動産市況については、「最近は値上がり幅が緩やかになってはいるが、全体としてマイナスに転じている訳ではない。今後も、当面はないだろう」と書いている。

第３章には、中国市場の開拓についての、情報、アイディア、コメントなどが書いてある。

第４章では、中国市場で闘う日本企業を論じているが、大企業を対象としたようなものばかりで、中小企業に有益な具体的アドバイスは少ない。この章の最後に、拙論が載せられている。

第５章は、ポストチャイナを論じた章である。ここでは「VIP」と「CLMB」という言葉を、初めて目にした。またここに書かれている「ポストチャイナ　工場進出に必要な３か条」は参考になる。

第６章には、中国の最新データが７０項目、載せられている。

５．「中国情陸」　　柿澤一氏著　　メディア総合研究所　　１０月１５日
副題　：　「中国人から学ぶ中国ビジネスの極意」　　　帯の言葉　：　「実録・中国ビジネス必勝の書」

この本は、上海万博の日本産業館の料亭「紫　MURASAKI」総支配人の奮闘記である。とてもユニークであり、それなりに楽しめる本だが、題名や副題が悪いのではないかと思う。「中国情陸」というネーミングは３面記事を連想させてしまうし、わずか１年ほどの中国経験で、「中国人から学ぶ中国ビジネスの極意」、「実録・中国ビジネス必勝の書」などと大言壮語するのは、いささかおこがましいのではないだろうか。ネーミングがよければ、そこそこ売れるのではないかと思うが、残念な本である。もっと素直に、「上海万博・日本料亭奮闘記」ぐらいにしておけばよかったのにと思う。

この本は一般のハウツウ本とは違い、柿澤氏やその上司である深澤氏が、日本流を貫き通し、このプロジェクトを成功させており、それはそれで注目に値するが、そのすべてを「中国ビジネスの極意」と言い切り、普遍化してしまうのには若干無理があると思う。しかし８０后、９０后という世代の中国人女性を、日本式教育で素晴らしい仲居さんに育成していった手腕には感心させられた。柿澤氏が鄒大慶氏という素晴らしい中国人パートナーに出会えたことも、このプロジェクトが成功した大きな要因の一つであろう。本文中では、当の鄒さんの、「中国でのビジネスでもっとも大切なのは、パートナー選びです。よき通訳を見きわめ、よきパートナーとして選ぶこと。これができれば、ビジネスは成功したのも同然なのです」という言葉を紹介している。私もこの指摘には、２重丸を付ける。

それでもこの本は、上海万博の一面を物語る本として、思い出に残るべき１冊であると思う。

６．「紅いベンチャー」　　服部英彦著　　カナリア書房　　８月１０日
副題　：　「蓮の華　咲くように　明日咲かせたい」
帯の言葉　：　　「中国マーケット仕掛け人　拜　会　実録物語　著者３年ぶり、待望の書き下ろしは中国大陸が舞台だった」
この本は、弱冠３１歳の中国人女性の起業成功物語である。それなりにおもしろいが、残念ながらこの本には、誤植や主語が混乱している文章があり、日本語の文章としては、首をかしげるような部分も多い。よほど刊行を急いだのか、校正に手抜きがあったのではないか。その傾向は副題にも現れており、意味するところがよくわからない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
************************************************************************************************
【中国経済最新統計】

	
	①

実質GDP増加率

(%)
	②

工業付加価値増加率(%)
	③

消費財

小売総

額増加率(%)
	④

消費者

物価指

数上昇率(%)
	⑤

都市固定資産投資増加率(%)
	⑥

貿易収支

(億㌦)
	⑦

輸　出

増加率(%)
	⑧

輸　入

増加率(%)
	⑨

外国直

接投資

件数の増加率

(%)
	⑩

外国直接投資金額増加率

(%)
	⑪

貨幣供給量増加率M2(%)
	⑫

人民元貸出残高増加率(%)

	2005年
	10.4
	
	12.9
	1.8
	27.2
	1020
	28.4
	17.6
	0.8
	▲0.5
	17.6
	9.3

	2006年
	11.6
	
	13.7
	1.5
	24.3
	1775
	27.2
	19.9
	▲5.7
	4.5
	15.7
	15.7

	2007年
	13.0
	18.5
	16.8
	4.8
	25.8
	2618
	25.7
	20.8
	▲8.7
	18.7
	16.7
	16.1

	2008年
	9.0
	12.9
	21.6
	5.9
	26.1
	2955
	17.2
	18.5
	▲27.4
	23.6
	17.8
	15.9

	2009年
	9.1
	11.0
	15.5
	1.9
	31.0
	1961
	▲15.9
	▲11.3
	▲14.9
	▲16.9
	27.6
	31.7

	9月
	8.9
	13.9
	15.5
	▲0.8
	(33.4)
	129
	▲15.2
	▲3.5
	10.6
	18.9
	29.3
	31.7

	10月
	
	16.1
	16.2
	▲0.5
	(33.1)
	240
	▲13.8
	▲6.4
	▲6.2
	5.7
	29.5
	31.7

	11月
	
	19.2
	15.8
	0.6
	(32.1)
	191
	▲1.2
	26.7
	10.0
	32.0
	29.6
	34.8

	12月
	10.7
	18.5
	17.5
	1.9
	(30.5)
	184
	17.7
	55.9
	9.7
	-44.6
	27.6
	31.7

	2010年
	10.3
	15.7
	18.4
	3.3
	24.5
	1831
	31.3
	38.7
	16.9
	17.4
	19.7
	19.8

	1月
	
	
	
	1.5
	
	142
	21.0
	85.6
	24.7
	7.8
	26.0
	29.3

	2月
	
	(20.7)
	(17.9)
	2.6
	(26.6)
	76
	45.7
	44.7
	2.5
	1.1
	25.5
	27.2

	3月
	11.9
	18.1
	18.0
	2.4
	26.3
	▲72
	24.2
	66.4
	28.1
	12.1
	22.5
	21.8

	4月
	
	17.8
	18.5
	2.8
	25.4
	17
	30.4
	50.1
	21.3
	24.7
	21.5
	22.0

	5月
	
	16.5
	18.7
	3.1
	25.4
	195
	48.4
	48.9
	29.3
	27.5
	21.0
	21.5

	6月
	10.3
	13.7
	18.3
	2.9
	24.9
	200
	43.9
	34.6
	8.3
	39.6
	18.5
	18.2

	7月
	
	13.4
	17.9
	3.3
	22.3
	287
	38.0
	23.2
	12.8
	29.2
	17.6
	18.4

	8月
	
	13.9
	18.4
	3.5
	23.9
	200
	34.3
	35.5
	21.2
	1.4
	19.2
	18.6

	9月
	9.6
	13.3
	18.8
	3.6
	23.2
	169
	25.1
	24.4
	12.2
	6.1
	19.0
	18.5

	10月
	
	13.1
	18.6
	4.4
	23.7
	271
	22.8
	25.4
	8.7
	7.9
	19.3
	19.3

	11月
	
	13.3
	18.7
	5.1
	29.1
	229
	34.9
	37.9
	28.1
	38.2
	19.5
	19.8

	12月
	9.8
	13.5
	19.1
	4.6
	20.4
	131
	17.9
	25.6
	9.2
	-13.3
	19.7
	19.9

	2011年
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	1月
	
	
	19.9
	4.9
	23.7
	65
	37.7
	51.4
	16.6
	11.4
	17.3
	16.9

	2月
	
	14.9
	11.6
	4.9
	－
	-73
	2.3
	19.7
	-10.9
	32.2
	15.7
	16.2

	3月
	9.7
	14.8
	17.4
	5.4
	31.2
	1
	35.8
	27.4
	10.5
	32.9
	16.6
	16.2

	4月
	
	13.4
	17.1
	5.3
	37.2
	114
	29.8
	22.0
	8.2
	15.2
	15.4
	15.8

	5月
	
	13.3
	16.9
	5.5
	33.6
	130
	19.3
	28.4
	12.1
	13.4
	15.1
	15.4

	6月
	9.5
	15.1
	17.7
	6.4
	11.8
	223
	17.9
	19.0
	6.6
	2.8
	15.9
	15.2

	7月
	
	14.0
	17.2
	6.5
	27.7
	315
	20.3
	23.0
	2.7
	19.8
	14.7
	15.0

	8月
	
	13.5
	17.0
	6.2
	33.4
	178
	24.4
	30.4
	6.4
	11.1
	13.6
	14.8

	9月
	9.1
	13.8
	17.7
	6.1
	27.3
	145
	17.0
	21.1
	-3.5
	7.9
	13.1
	14.3

	10月
	
	13.2
	17.2
	5.5
	34.1
	170
	15.8
	29.1
	-0.6
	8.7
	16.7
	14.1


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意

されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。

　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
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